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〈開会 あいさつ〉 

全国学研会代表世話人 

浜 矩子さん（同志社大学名誉教授） 

世話人総会ご参加のみなさま、こんにちは。浜矩

子でございます。また今日も画面を介してお会いす

るということで、生身でお会いできなくて残念かつ

申し訳ございません。全国の学者・研究者を支援し

ていく、後援していくということが今ほど重要なと

きはいまだかつてなかったのではないかという感

を非常に深めております。 

以前にもこういうことを申し上げたことがあり

ますけれども、今回はひとしおこの会の存在の重み

が、重厚さと重要さを増していると思っています。

というのも、かの高市早苗政権というものが発足し

てしまったからです。私は、高市さんのことを「タ

コイチさん」と命名しております。それはなぜかと

いうと、彼女が非常に毒性の強い触手を四方八方に

伸ばしてきて、我々の市民社会を破壊していこうと

している。そういう思いが非常に強かったので、タ

コイチと命名をいたしました。 

まず、いち早く彼女の触手が伸びていったのが、

日本銀行の独立性に対するアタックでありました。

その後は、働く人々の働く時間の規制に関しても触

手を伸ばして、人々をもっともっとお国のために働

かせる、そういう体制をつくらんとて、労働時間の

規制緩和という形で労働市場に手を伸ばしてきて

おります。そして言うに事欠いて、国家国民という

言い方を多発する、つまり国民の前に国家を置くと

いう、そういう触手も伸びてきております。 

ですから彼女のもとで、我々の市民社会は、市民

社会ではなくて、「臣民社会」になってしまう、それ

を目論んでいるんだろうと思っていたら、さらにそ

の次には、武器輸出の緩和という方向に触手が伸び

ていきましたし、そしてついには「国旗毀損罪」と

いう罪を刑法の中に設定しようということさえも、

言い出しているということで本当に驚くべきタコ

ぶりでございます。 

全国の学者・研究者のみなさま、そしてこのバッ

クアップする我々が、総動員体制で触手を次々と断

ち切っていくということをやらなければいけない

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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●「赤本」経験交流会を視聴して 

 12月12日に日本共産党が開催した「『Ｑ＆Ａい

ま『資本論』がおもしろい』（赤本）学習の党県・

地区の経験交流会」をオンラインで視聴しまし

た。最初に7つの県・地区から取り組みの報告が

あり、①チューターをつとめるために地区委員長

が不破哲三『「資本論」全3部を読む』第1～3分

冊を2度通読した、②学習に力を得た党員が足を

ふるわせながら1人で職場と交渉し、はじめて昼

休みを獲得した（ひどい職場です）、③学習によっ

て支部員と支部会議が生き生きとしてきた、④街

頭で科学的社会主義を語り民青同盟員が増えてい

る、⑤「青本」「赤本」の学習交流ニュースを月に

3～4回発行して取り組みを広げている、⑥学習時

間の確保のために地区委員会の会議時間を思い切

って拡大した、また平日夜にオンラインで学習し

ているなどの紹介もありました。 

参加者からの質問タイムには、高齢者にありが

ちな「いまさら」の声に「変革者に『いまさら』

はない」と答えている、「時間がない」の声には

「会議の開催そのものがカギ」といった回答もさ

れていました。ある報告には『資本論』を読むム

ーブメントといわれても正直なところ最初はピン

とこなかったという声もあり、また志位議長の発

言にも、記者会見でこの取り組みを語りながら

「どこまでできるか」という思いもあったという

率直な言葉がふくまれました。私も当初は「ピン

とこなかった」側の1人でしたが、この交流会は

「赤本」の学びが実にさまざまな形で組織活動の

多方面に前向きな影響をおよぼしていることを教

えてくれました。 

12月2日の小池書記局長による「集中期間」の

成功に向けた訴えを読むと、「赤本」の学習は全国

32％の支部に広が

っているそうです。

これをさらに広げ、

またこれを一時的な

ブームにとどめず、

次第に学習の質を高

めていけるなら、こ

の取り組みは今日の

情勢にふさわしく、

日本共産党の自力を

伸ばすうえで大きな役割を果たすものとなるでし

ょう。明るい希望が見える交流会でした。 

 

●学研会も積極的に役割を 

さて、そうした共産党の取り組みを、私たち学

研会としてどのように応援していくのかですが、

12月13日に行なわれた「全国学者・研究者日本

共産党後援会」で確認された、次年度の取り組み

に関する「申し合わせ」には「日本共産党が進め

る『Ｑ＆Ａ共産主義と自由』（青本）、『Ｑ＆Ａいま

『資本論』がおもしろい』（赤本）を読むなど、

『資本論』を読むムーブメントを広げるために、

全国学者・研究者後援会らしい役割を果たしまし

ょう」がふくまれました。 

共産党はこの学びの取り組みを党内だけでな

く、党外に広める方針もかかげていますから、「後

援会らしい役割」にはまず私たちが共産党ととも

によく学ぶことがあげられるのでしょう。くわえ

て各地での後援会主催の学習会の開催、共産党が

行なう学習会へのチューターや講師としての参加

なども考えられそうです。また学習が「赤本」「青

本」から『資本論』そのものに進んでいけば、学

習のハードルは一挙に高くなっていきますから、

『資本論』を読む運動の呼びかけに応えて 

全国学研会世話人 石川 康宏（神戸女学院大学名誉教授） 
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その点では後援会に加わっているマルクス研究者

がうまく力を発揮できる工夫をすることも大きな

課題となるでしょう。後援会員各人の取り組みと

しては、周辺の県・地区委員会にこの点での協力

の意志を伝えることがまずは大切になるでしょう

か。 

 

●労働者階級の発達を自覚的な追求の課題に 

学びの内容にも少しふれておけば、先日、労働

者教育協会が発行する『学習の友』の2026年1月

号に「『資本論』を読もう」という短い文章を書き

ました。そこで強調したのは「労働者階級の発

達」に意識的に取り組む構えの必要性です。マル

クスは『資本論』初版への「序言」で、国（地

域）ごとでの労働者階級の「発達程度」の相違に

ふれながら、「一国民は他の国民から学ばなければ

ならないし、また学ぶことができる」と書きまし

た。ここしばらくのASEANによる平和の共同に

つづき、最近の日本共産党は極右・排外主義との

たたかいでベルギー労働党はじめ欧米の経験に学

び、また『資本論』を学ぶ運動自体もフランスや

アメリカでの実例に刺激されたとしています。こ

れはマルクスが語った「他の国民」に学ぶことの

重要な実践例といえそうです。 

さらに突っ込んでいえば、不破哲三氏による

『資本論』研究の新たな到達点には、マルクスが

そこで明らかにした「労働者階級の発達」の内容

の探求―①労働者が自分とその階級の存続を守る

ためにたたかう能力、②未来社会で協同的な経済

活動を個々の現場で実現しうる能力、③労働者階

級が資本主義を乗り越えるためにたたかう能力―

がふくまれました。そのことは当然に、日本の労

働者階級がそれらの能力をどのようにして、より

速やかに獲得していくかを意識的な追求の課題と

することを求めます。 

今回の『資本論』を学ぶ運動は、それを具体化

する方針を共産党はじめ日本の労働者運動が自覚

的に練り上げる上で、貴重な材料を提供するもの

ともなるでしょう。 

1970年代後半の私の学生時代には、独習指定文

献という、党員だれもが学ぶべきとされた文献リ

ストが日本共産党にはありました。また当時の学

生党員にはくわえて『資本論』、『唯物論と経験批

判論』、『日本革命の展望』という3文献をしっか

り読もうという独自のよびかけもなされていまし

た。しかしその後、こうした独習のよびかけは共

産党の諸方針のなかで次第に目立たぬものとなり

ました。それは様々な検討の上でのことではあっ

たのでしょうが、「赤本」「青本」を入口に『資本

論』を学ぶキャンペーンがあらためて必要になっ

ている今日の到達点にたって、この歴史をふりか

えることもさらなる前進の糧となるように思いま

す。 

 

●学者・研究者との双方向での交流を 

 党創立100周年の記念講演にかかわって、私は

「全国学者・研究者後援会ニュース」（No.205／

2022年10月発行）に次のように書いたことがあ

ります。「創造的な理論活動の展開にかかわって、

あえて要望も述べておけば、私たち学者・研究者

後援会（学研会）のメンバーをふくめ、多くの学

者・研究者に政党の立場からの各種研究への期待

を示し、それに対応した諸研究から自主的に理論

の吸収を行なうといった、政党と学者の双方向で

の交流を深めることはできないものでしょうか」。

詳しく述べるゆとりはありませんが、この間、こ

の点での事情の進展を体験する機会をもちまし

た。大変に嬉しいことです。 

 冒頭に紹介した交流会で志位議長は、12月にカ

ナダから来日するマルクス研究者マルチェロ・ム

スト氏と対談するとして、斎藤幸平氏・佐々木隆

治氏が監訳したムスト編著『マルクス・リバイバ

ル』（地平社）にもふれました。『週刊読書人』（11

月21日号）に同書の書評を掲載する機会をもちま

したので、興味のある方はぜひご覧ください。日

本における労働者階級の発達を促進するために、

大いに力をあわせましょう。 
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9月25日、密やかに山口大学ホームページに掲

載された山口大学谷澤幸生学長の「授業料引上げ

宣言」は、その翌日9月26日にようやく当組合の

知るところになるという異様な「初出し」であっ

た。その通知は「令和8年4月以降に入学を希望

される皆様及び保護者の皆様」という件名で、「授

業料」という言葉はなく、教職員・学生には気付

かれないような「公表」だった。 

 

組合・学生の反撃、教職員有志の疑問 

 

山口大学教職員組合は、9月29日に大学の広報

責任者から経過等を確認し、10月1日の組合執行

委員会で白紙撤回を求めて取り組むことを確認し

た。2日には学長宛てに質問状で経過と具体案等を

問い質し、3日には全教職員配布の機関紙「くみあ

いニュース」1で「山口大学は学費値上げに踏み込

むのか？地方国立大学初か？」として警鐘を鳴ら

し、SNS上でも拡散。学生へも情報提供したとこ

ろ、早速「山口大学の学費値上げに反対する有志

の会」を立ち上げて、4日にＸで抗議声明を公表

し、6日には学長へ要請書を提出した。この間、9

月26日に名古屋工業大学が値上げを決定し、埼玉

大学も10月上旬に決定見込等、10月1日のしん

ぶん赤旗で一連の動きが報じられた。山口大学学

生の行動も、6日の赤旗で報道された。 

 

運動を広げる手立て 

 

こうした初期段階の運動を広げる点では、

FacebookやＸへの投稿、赤旗地元記者、県内労働

組合・民主団体等への情報提供と協力よびかけは

 
1 山口大学教職員組合 くみあいニュース 

https://ds.cc.yamaguchi-u.ac.jp/~yunion/news.html 

2 山口大学の授業料改定手続きに対する山口大学教職員有志の

もとより、全国学研会事務局の朝岡さんへの情報

提供から始まる日本共産党本部、及び青年・学生

委員会関係者等の受け止めと紙面・政策への反映

は大きかったように思う。 

一方、学生有志による6日の各社へのプレスリ

リースに対して一般紙の無反応状態が続く中、8日

に学長の学生への説明会が開催され、10日には大

学から組合へ回答提示で値上げの具体案が明らか

になった。11日には学生有志が学費値上げ反対オ

ンライン署名を開始し、17日には教職員有志の会

が声明を発するなど様々なとりくみが展開されて

いった。そうしたもと、日本共産党が10月10日

に学費値上げの連鎖を食い止めようとの「緊急ア

ピール」を発表したことは、山口での運動の正当

性とたたかいの意義を確信させるものであった。 

  

中国新聞から始まる一般紙報道と2回の集会                      

 

その後、10月18日の中国新聞報道を皮切り

に、翌19日の共同通信配信による全国紙・地方紙

の報道を経て、10月22日に開催された「3大学学

生合同反対集会」への参加者150名という予想を

大きく上回る広がりのもと、半世紀ぶりの学内デ

モ行進後、数十名の学生たちが学長室に抗議に向

かうという見たことのない光景が出現した。当日

は各紙・各局が駆けつけ、それぞれ報道されて広

く山口県民・全国民の知るところとなった。 

そして10月30日午後1時の学長記者会見での

値上げ発表強行とその直前の学生・教職員有志2・

教職員組合3者合同での緊急反対行動、学生代表

による学長への5000筆の署名直接提出、学生自身

による記者会見を行った。これには、22日の反対

集会時をさらに上回る十数社・20名以上の報道陣

サイト 

https://sites.google.com/view/yu-seimei-2025/ 

 

国立大学法人山口大学の授業料値上げ反対運動の高揚と「成果」 

鴨崎 義春（山口大学教職員組合参与）  

https://ds.cc.yamaguchi-u.ac.jp/~yunion/news.html
https://sites.google.com/view/yu-seimei-2025/
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が駆けつけての一連の報道3で、一地方大学の学費

値上げが大きな注目と怒りの声の広がりに繋がっ

たことは、読者の皆様もご承知のことと思う。 

 

学費値上げの連鎖と国立大学財政困窮の報道       

 

こうした大きな運動にもかかわらず学費値上げ

は強行され、その翌日10月31日には電気通信大

学が学費値上げを発表し、2025年4月の東京大学

に続いて名古屋工業大学（9/26）・埼玉大学

（10/10）・山口大学（10/30）・電気通信大学

（10/31）と4大学が標準額の2割引上げを行い、

まさに学費値上げの連鎖が始まった。 

11月2日には朝日新聞が「困窮 国立大の悲鳴 

補助金・運営費交付金が抑制」と大きく報じ、4日

にはしんぶん赤旗が山口大学の反対運動にも言及

しながら「国の責任で値上げ連鎖止めよ」との主

張を発表した。続いて17日には毎日新聞山口支局

長による「小泉改革と学費」、18日には中国新聞

が「山口大学が値上げ 地方の国立大学に支援強化

を」との社説を書いた。同日、読売新聞は「崩れ

る外壁、漏水 国立大老朽化」として、今後5年に

最大1兆4000億円が必要との試算ありと報じた。

読売は、20日には山口大学のデモ行進と学長への

署名簿・抗議文提出にもふれて「国立大授業料値

上げ相次ぐ」として、やはり運営費交付金減少や

「物価高 経営圧迫」と指摘した。同日の中国新聞

は「山口大学授業料引上げ～地方の国立大に支援

強化を」として、国立大学の財政困窮と学生への

負担転嫁を論じた。 

 

文科省、国立大学財政困窮へかつてない動き 

 

山口大学をはじめとする各大学でのかつてない

大きな反対の声とそうした動きが大きく報道され

 
3 【授業料値上げ】学生・教職員が「説明なき改定」に抗議の声

KRY 山口放送 

YouTube KRY山口放送ニュース公式チャンネル 

 

410 万円？！国立大学も授業料値上げ。山口大学授業料 10 万円

余り値上げへ 地方の国立大学では初 tys NEWS 

https://www.youtube.com/watch?v=FqTLn4KWDJc 

たことに応えるかのように、11月28日、毎日新

聞は「国立大運営費交付金、補正予算案で421億

円計上 文科省「画期的」」として、人件費高騰を

反映した国立大学の運営費交付金大幅増額が補正

予算案に盛り込まれたことを報じた。さらに同

日、「大学病院機能強化推進事業」として例年の6

倍の349億円計上と続き、山口大学での反対運動

で大きな関心を呼び起こした国立大学の財政問題

解消への動きが現実のものとなっていったことを

見るに、私たちの運動は値上げを阻止することは

できなかったとはいえ、決して無駄ではなかった

と考えている。 

今回の運動の広がりのもうひとつ大きな要素と

しては、学内での情報公開・共有と丁寧な説明、

慎重な議論を進めるという、あるべき進め方を大

きく逸脱した学長はじめ執行部の乱暴なやり方へ

の怒りからくる「白紙撤回要求」があった。値上

げそのものへの反対と、大学らしからぬ強行手段

への怒りが運動の広がりをつくったと言える。 

 

学費値上げ反対運動からさらなる蛮行 

 

しかし山口大学はこうした結果から自らの行い

を見つめ直して反省し、対話と合意の路線に転換

するのではなく、あろうことか、「学生のビラまき

原則禁止（ほぼ全面禁止）」という愚策を11月18

日の教学委員会に出し、「了承を得た」と言い出し

た。これに対して組合・学生有志が直ちに反撃を

開始し、12月12日には前回の3大学に加えて京

都大学・立命館大学・東北大学から計10名の学生

が駆けつけ、100名の参加で合同反対集会を行っ

た。そして50名でのデモ行進後に学生支援部に向

かい、学生支援部長・学生支援課長の妨害を跳ね

返して抗議の申入書を提出し、学長室へも同文4を

届けた。このたたかいはまだ続いている。 

 
4 山口大学で「学生によるビラ配りを原則禁止」とする新たな規

定が審議入り 学生らがデモ行進 KRY 山口放送 

https://news.ntv.co.jp/n/kry/category/society/kr407671e027d44

17180bad514e5ba7f7c 

 

https://www.bing.com/videos/riverview/relatedvideo?pglt=43&q=KRY+%e6%8e%88%e6%a5%ad%e6%96%99%e5%80%a4%e4%b8%8a%e3%81%92&cvid=08ce544595554d05a4511f2a8fb34d41&gs_lcrp=EgRlZGdlKgYIABBFGDkyBggAEEUYOTIGCAEQABhAMggIAhDpBxj8VdIBCTE0Nzc5ajBqMagCALACAA&PC=LCTS&FPIG=357E6CB4A76B4CBEADBA2EBCA4785E67&first=11&ajaxnorecss=1&sid=3EE676BDAC286E372AA46073ADAD6FA6&jsoncbid=0&ajaxsydconv=1&ru=%2fsearch%3fpglt%3d43%26q%3dKRY%2b%25E6%258E%2588%25E6%25A5%25AD%25E6%2596%2599%25E5%2580%25A4%25E4%25B8%258A%25E3%2581%2592%26cvid%3d08ce544595554d05a4511f2a8fb34d41%26gs_lcrp%3dEgRlZGdlKgYIABBFGDkyBggAEEUYOTIGCAEQABhAMggIAhDpBxj8VdIBCTE0Nzc5ajBqMagCALACAA%26PC%3dLCTS%26FPIG%3d357E6CB4A76B4CBEADBA2EBCA4785E67%26first%3d11%26FORM%3dPERE%26ajaxnorecss%3d1%26sid%3d3EE676BDAC286E372AA46073ADAD6FA6%26format%3dsnrjson%26jsoncbid%3d0%26ajaxsydconv%3d1&mmscn=vwrc&mid=B3E11987FE56AC3B009AB3E11987FE56AC3B009A&FORM=WRVORC&ntb=1&msockid=d5bfdc80e1fb11f080cacb2028644223
https://www.youtube.com/watch?v=FqTLn4KWDJc
https://news.ntv.co.jp/n/kry/category/society/kr407671e027d4417180bad514e5ba7f7c
https://news.ntv.co.jp/n/kry/category/society/kr407671e027d4417180bad514e5ba7f7c
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この講演で扱われた事柄は次である。 

 

１）激動の2025年をふりかえって、２）「東アジ

アの平和構築への提言」の発表、３）ASEANの対話

のメカニズムの重要性、４）北東アジア問題の理性的

な解決方法①、５）高市首相の「台湾発言」をめぐ

って、６）北東アジア問題の理性的な解決方法②、

７）日本を変えるたたかいに生かす、８）日本共産党

の野党外交の発展史、９）ベトナム共産党との理論交

流①、10）ベトナム共産党との理論交流②、11）平

和構築を進めるのは民衆のたたかい（上記番号は、私

がつけたものである）。 

１）では、激動の2025年をふりかえって、国内と

国際秩序を、どうとらえるかが述べられた。国内で

は、自公政権過半数割れ、石破首相退陣、公明党政権

離脱、自民・維新連立政権発足があった。成立した高

市政権は危険性とともに「もろさと弱さ」も持ってい

る。国際秩序に関しては、第２次大戦後の秩序である

多国間主義に対して乱暴な挑戦があり、軍事ブロック

強化の危険がある。しかし、国連加盟国の3分の2が

パレスチナ国家を承認し、ニューヨーク市長選では民

主党左派でイスラム教徒であるマクダニ氏が当選する

という歴史的勝利があった。アメリカの世論調査で

は、若い人の51%が、次の大統領選で民主的社会主義

者を望んでいる、と報じられている。これらから、

「平和擁護と地域協力への新しい息吹も生じている」

と指摘された。 

２）では、はじめに国連事務総長報告「私たちが必

要とする安全保障」のなかで、世界の軍事費が2兆７

000億ドルという過去最高額になったことが紹介され

た。今世界は、平和をいかにして構築するかが問われ

ている。東アジアに関しては24年4月に志位議長名で

公表された「東アジアの平和構築への提言」がある。 

提言は、①ASEAN

と協力して東アジア規

模での平和の地域協力

を発展させる、②北

東アジアの諸問題の外

交的解決をはかり、東

アジア平和共同体をめ

ざす、③ガザ危機と

ウクライナ侵略を、国

連憲章・国際法を唯一

最大の基準にして解決する、の３つからなっている。 

３）では、ASEAN運営のポリシーが紹介された。

それらは、「国家間対話の習慣」―ASEANは年間

1500回の会合で相互理解と信頼醸成を図っているこ

と、「ASEANの中心性」―大国の関与を歓迎するが

自主性を堅持する。東アジアサミットなど域外の国々

と様々な会合を開いている。2019年にASEAN首脳会

議は「ASEANインド太平洋構想(AOIP)」を採択し

た。AOIPには「対抗でなく対話と協力、発展と繁栄

のインド太平洋地域を創る」、「東アジアサミットの

活用・強化」などが盛り込まれている。 

４）において共産党は、日中に共通の土台があるこ

とを指摘している。①2008年の日中共同声明で「双

方は協力のパートナーであり、互いに脅威とならな

い」と合意している、②2014年尖閣諸島問題を「対

話と協議」をつうじて解決することを確認、③両国

政府ともAOIPを支持している、これら３つの共通土

台に基づけば、解決は可能である。 

５）高市首相の「台湾発言」に対しては、共産党は

高市首相に、日中国交正常化の際の共同声明と、

2008年の共同声明に照らして、発言の撤回を求めて

いる。一方、中国側にも、①一部の右翼的潮流を日

本国民と区別した対応をすべきである、②両国の人

的・文化交流と貿易などの経済関係にリンクさせるべ

●世話人総会 田中悠書記局長代行・副委員長による講演● 

「歴史的な岐路にある世界情勢と日本共産党の外交活動」の概要 

    全国学研会世話人（信州大学名誉教授） 森清 寿郎  
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きでない、③事実に基づかない言動や対立をことさ

らあおる言動は慎むこと、を中国側に率直に提起した

とのことである。「高市発言による日中関係の悪化を

どう打開するか」に関して共産党の考えは、しんぶん

赤旗25年12月17日号に掲載された志位議長の発言に

詳しい。（それを読んだとき、「さすが共産党」と感

心した。） 

６）では、「朝鮮半島問題での対話をどう進める

か」がテーマであった。共産党の方針は(1) 朝鮮半島

の非核化と平和体制の構築を一体的・包括的にすすめ

る、(2)ステップ・バイ・ステップ―実行にあたっては

合意できる措置を一つ一つ段階的に実施して目標に向

かっていく、ことであり、李在明大統領のENDイニ

シアチブ（9月国連総会演説）にも注目している、と

のことである。ENDイニシアチブとは交流

(Exchange)、関係正常化(Normalization)、非核化

(Denuclearization)の包括的提起である。 

７）では極右・排外主義とたたかう方法が、ベルギ

ー労働党から学んだことが紹介された。それは事実に

もとづく危険性の告発、暮らしの困難を解きほぐす、

ことである。 

８）では、日本共産党の野党外交の発展史が述べら

れた。99年4中総以降：保守的な党か革新的な党か、

にかかわらず率直な意見交換を行い、世界の平和への

共同の努力を行う。2000年代～：平和構築、核兵器

廃絶などの課題で国際会議へ参加。ASEANに学び、

日本外交の政策提案に生かす（13年、東南アジア訪

問）→「北東アジア平和協力構想」の提唱（14

年）。これらはAOIPを生かした「外交ビジョン」

（22年）に結実した。 

９）10）ではベトナム共産党との理論交流が、

2007年以降11回続いていることが紹介された。ベト

ナム外交路線は「4つのNo」であらわされる、とい

う。それらは、①いかなる軍事同盟にも加わらな

い、②対立する国々の一方の側につかない、③外国

基地を置かず、自国領域を他国への軍事攻撃に使わせ

ない、④武力による威嚇や武力の行使をしない。 

③を知って、東京都心内にもいまだ米軍基地・ヘ

リポートがある日本の現状に心が痛んだ。なお、講演

終了後に世話人の一人から「ベトナムは、自分たちの

国をどのようにとらえているのか」という質問があっ

た。それに対して、「ドイモイ路線＝社会主義指向の

市場経済」で、試行錯誤している、との返答があっ

た。 

11）では、「平和構築を進めるのは民衆のたたか

い」と題し、第１インターナショナル創立宣言が引用

された。 

 今回の講演は、日本と隣国との、政治的・民衆的非

友好関係を打開する上で、指針となる方針をのべたも

のだと思う。ただ、日本共産党がいくら正しい解決の

道筋を示しても、国会で共産党を含む立憲リベラルの

勢力が多数とならなければ、今の自維政治－アメリカ

いいなり・軍事力一辺倒一を変えることはできない。

したがって、私たち全国学者・研究者日本共産党後援

会も、活動をいっそう活発にする必要があるだろう。 
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新世話人あいさつ 

 

日本の大学と学術の将来のために 

明治大学名誉教授（会計学）  野中 郁江さん 
 

明治大学を退職いた

しました野中と申しま

す。この間ずっと私立

大学の教職員組合の運

動をやっていたんです

けれども、退職いたし

まして、国立の先生と

か公立の先生とか含めていろんな議論ができるよ

うになって、大学全体のことが考えられるように

なったかなと思っていたところに、世話人のお話

をいただきましたので、これは大変意義深いこと

だなと思いまして、お引き受けいたしました。 

 今日ここに来るにあたりまして、日本共産党の

参議院選挙政策を少し調べました。各分野政策に

「学術、科学・技術」と「高等教育、大学改革」

があり、それを見て、やっぱり共産党は大学人の

運動に寄り添って、政府が今やろうとしているこ

とを鋭く分析し、運動の先頭に立ってこうした政

策を練り上げてきているんだなと改めて確認しま

した。 

 特に総合科学技術・イノベーション会議

（CSTI）の動向が学術を国家動員しようとしてい

るということが書かれていましたし、私大の淘汰

―地方私大の問題が非常に深刻になっている中

で、自治体が私大を支援した場合は地方交付税交

付金の対象にするという、これは私大教連が言っ

たことでもあるんですが、それを早速取り入れて

くださっていることにも感銘を受けました。 

 「しんぶん赤旗」の報道の水準も非常に高い。

日本の学術や大学の未来もかなり厳しい状況に来

ていますので、ぜひ共産党には伸びてほしい。以

前は衆議院文部科学委員会に宮本岳志さんがいら

して、CSTIの問題を「チーム甘利」だと言ってく

ださるなど、先陣を切っていただけましたが、い

まは衆議院に文部科学委員がいなくなってしまっ

て参議院の吉良よし子さんに“おんぶにだっこ”

になっています。 

日本の大学と学術の将来がますます軍事に絡み

取られていくという状況が深刻になってきました

ので、そういう意味でも微力ながら関わって、日

本共産党を応援していきたいと思っています。今

後ともよろしくお願いします。 

 

新世話人あいさつ 
 

学習と交流を積み重ねながら 

北海道大学名誉教授（天文学）羽部 朝男さん 

 

これまで世話人を

していた加藤幾芳さ

んの交代ということ

で、加わらせていた

だくことになりまし

た。北海道の学者・

研究者の会の事務局長を 2年ぐらい前からやって

おります。 

野中さんのご挨拶にもありましたが、国立大

学、そして北海道の私大も文教予算が削られて、

かなり存立が厳しくなってきています。また北大

は今、軍学共同の予算がかなり入り込み、非常に

厳しい状態になっています。 

参院選では、排外主義が支持を集めるとか、高

市首相がかなり危機をあおるような態度表明をし

てそれに支持が集まっているかのような状況にな

っていますので、日本の学術を健全に発展させる

上でも、そういう目先のことに目を奪われるよう

なことがないような取り組みをしていかなければ

いけないのではないかと思っております。 

北海道の学者・研究者の会では、来年 1月に、

排外主義の問題で、室蘭工業大学の憲法学者・清

末愛砂さんに講演をしていただく学習交流会を予

定しています。2月には、日本の帝国主義的な支配

にかかわる韓国の問題に関して、現地の若い人た

ちとの交流もされてきている北海道教育大学の研

究者の方に交流実績を報告していただく学習交流

会を行います。また北海道には、ラピダスという
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半導体メーカーが大規模に乗り出してきているん

ですが、フッ素化合物の問題とか、そもそも健全

な経済の発展にとっても重大な問題だろうという

ことで、いずれ取り上げていきたいなと思ってお

ります。 

このような一連の学習交流会を、年に 2回か 3回

行いながら、会のメンバーの自覚を高めていきた

いと思っております。皆さんよろしくお願いしま

す。 

①藤田 実さん（桜美林大学名誉教授） 

今年3月に大学を定年退

職したので、職場での活動

はできていないのですが、

地域の共産党後援会の人た

ちと話をしていると、SNS

の対応で課題があると思いました。 

ポイントを絞ったかたちで短時間で訴えられる

ようなものが必要だと思います。特に学費・奨学金

の問題で苦しんでいる学生にかみ合った動画など、

SNSの発信を強める必要がある。共産党の場合は、

どうしても理論的に説明しようとして、長くなって

しまうと思っています。政策は非常に正しいと思い

ますが、タイムパフォーマンスを重視する学生を考

えてみると、短く学生の心に刺さるような訴えを考

えた方がいいと考えています。 

 

②森清 寿郎さん（信州大学名誉教授） 

1年前に世話人になりま

した森清です。退職してか

ら専ら市民運動に取り組ん

でいます。長野県の松本市

周辺にある「中信市民連

合」、長野県全体の「信州市民連合」で活動して

います。特に衆院選、参院選では候補者の統一で

かなり力を発揮して、5回連続して立憲リベラルを

当選させるという成功を得ています。 

 学内では退職者なので活動は難しく、研究者は

みなさん一国一城の主でして、共産党支持のこと

を話すのは非常に難しいです。ですから大学の中

では、労働組合をきちんと機能させることが一番

大事ではないかと思っています。それが民主的な

大学を作ることになる。 

残念ながら信州大学では、防衛省の安全保障技

術研究推進制度への応募を解禁するということに

なりました。それに対して本部から各学部に意向

を聞くということがあったのですが、運営費交付

金がどんどん削減されているため、工学系の学

部、上田にある生命学部、長野にある工学部から

強い意見があって、新聞の記事によると「とうと

う信大も麻薬を飲むようになった」と書かれてい

ました。これを変えていくには、運営費交付金を

減らすようなことを止めさせる運動を進めなけれ

ばいけない。大学の中だけではなくて、一般市民

にも大学の窮状を知ってもらう必要があるのでは

ないかと思っています。 

  

③後藤 仁敏さん（鶴見大学名誉教授） 

神奈川の研究者・ 大

学人JCPサポーターズの

後藤と申します。以前は、

学習会なども開いたりし

ていたのですけれども、

今は国政選挙の時にニュースを発行し、全国学研会

のパンフレットと一緒に郵送する活動しかできな

い状況です。 

 今年の参議院選挙では、神奈川選挙区は4人区で、

立憲、国民、自民、参政党が入りました。これまで

は自民党のトップ当選が当たり前で、時には2人を

当選させてきましたが、今回は 3 位に落ちました。

公明党は必ず当選していましたが5位で落選し、我

が共産党の候補者は6位ということで、本当に悔し

い思いをしております。 

昨年の衆院選に向けて神奈川では、市民連絡会が

月１回開かれ、23 選挙区の人が集まって衆院選に

向けて運動をしました。 

 

④阿知羅隆雄さん（滋賀大学名誉教授） 

 三重の後援会の大きなテーマとしては、共産党を

支持しながら地域の自治を強化していく。その際に、

研究者と市民とがどう連携していくのかというこ

世話人総会 討論から 
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とを一つのテーマにして、ニュース発行を中心に活

動を進めてきました。 

 ニュースは、構成メンバーの専門の領域を市民の

方にわかるような形で論考を出していただいてい

ます。「明日を開く学問と文化」という冊子を年4回

発行をしております。それをベースに年1回のシン

ポジウムを開催し、地域に住む研究者が学問上の成

果を踏まえて問題提起し、市民と交流をしていくと

いうことを続けてきました。 

 今年は9月 11日には、米問題、PFAS問題とい

う客観的な課題、その担い手がどのように形成され

るのかということを素材にしてシンポジウムで問

題提起し、議論がされました。 

 三重では学者を中心に運動を組んできましたが、

滋賀の学研会の状況を知って、文化人と学者との連

携も広げていこうということで、文化人を含む名称

に変更しました。文化人へウイングを広げていくい

うことが一つの課題となっております。もう一つは、

現役の教員・研究者とどう連携していくかというこ

とが課題です。学者や文化人、そして市民、これを

ベースにして、共産党を支援する組織をどう作って

いくのか、その過程において、地域を豊かにし、地

域の自治を発展させていくというようなことを運

動のベースとして考えています。 

 

⑤松田 正久さん（愛知教育大学名誉教授。折

出健二さんの代理出席） 

田中さんの講演は非常に面白い話でした。 

 愛知学研会は月1回の事務局会議、年に1回か

2回の講演会をやっています。この前は社研の山口

富夫さんに来ていただいて、「自由とは何か」と

いうタイトルで講演いただきました。 

 事務局は現役の先生にお世話いただいています

が、あとはみんな退職教員で、各大学の状況はな

かなか伝わってきません。それでも大学の状況を

踏まえながら、ニュースを2カ月か3カ月に1回

は出して配布しています。学術会議は法案が通っ

て半年過ぎましたけれども、そういう問題にもす

ごく関心を持ってやっているところです。 

 以前はいろんな議員さんにも来てもらって講演

会をやったりしていたんですが、最近はそういう

運動がなかなかできなくなってきているので、そ

のあたりをどうしていくかということも課題で

す。また、現役の人にいかに広げていくかという

ところは、なかなかうまい手が見つからなくて苦

慮しています。 

 退職しますと幅広い関心を持ち続けることが大

変になると思いますが、社会的な接触を一人ひと

りが行い、自分のできるところで貢献していくと

いうことが非常に大事になってくると思っていま

す。 

 

⑥岡本 理栄さん（美術大学非常勤講師） 

 滋賀県は、学者後援会と文化人の会が一緒に活

動しています。昨年は連続の学習会を1年通して

行いました。すごく勉強になるし、内容もいいん

ですけれども、それでたくさんの人が集まるとい

うことにはならない。もっと広げる努力をしてい

かなければならないと思っています。 

 また、後援会の世代的継承ということですが、

私は、民青とももっと関わって共同していけたら

いいなと思っているんですが、それもなかなか難

しい。それぞれが忙しくしているからこそ、共同

した方がより大きく広がるのではないか、そうし

たことをどう実現していくのか、連携の仕方みた

いなところについて今後もっと頑張っていきたい

なと思っています。 

 私は小さい規模の美術大学の教員をしているの

で、リーフレットの配布や、他の方への周知みた

いなことが難しいと感じています。こうした小さ

な大学における活動について、何か知見がある方

に教えていただきたいです。 

 

⑦金子 貞吉さん（中央大学名誉教授） 

中央大学を定年してか

ら20年経ちます。当

時、経済学部はマル経と

近経でしたが、今は、マ

ルクス経済学の主に理論

を教える科目が多くの大学でなくなっている。そ

うしたこともあり、若い人が入ってこない。私が

学生の頃に法学部から経済学部に移ったきっかけ

は、サークルで『資本論』を読んだことです。マ

ルクス経済学の立場で弁証法とか批判的なものを
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勉強し、大学紛争のなかでも「研究に基づく教

育」ということを主張して頑張ったように思いま

す。 

東ベルリンに2年ほど留学したとき、社会主義

の現実をいろいろ考えて、単純に「社会主義いい

です」とは言い切れなかった。その後、東西ドイ

ツ統一があって、私がいた東ベルリンの大学も潰

れてしまいました。そういう過程も考えると、も

う1回社会主義をつかみなおしたい。最近は「赤

本」も含めて自由の問題を中心にしていますが、

日本で「自由」というと抽象的なんですね。東ド

イツに住んだり、中国に旅行で行ったりしました

が、圧迫感がある。しかしベトナムは、ゆとりの

ある国でした。 

 自由という用語は広過ぎて、それはマルクスの

いう労働者の解放とか、社会主義になっての自由

はすごく大切なことだけれど、日本で自由を語る

には、もう少し具体的な活動が必要ではないでし

ょうか。 

私は資本主義発達史をやっているので、歴史的

に見ると社会主義、未来社会というのは100年単

位で見なければいけないと思う。そうすると、そ

の間にどういう活動をすればいいのか、具体的な

運動が必要な気がします。社会主義の未来像をも

つと同時に、その一つひとつのプロセスという

か、社会主義への過渡期での運動は何だろうかを

自分でも考えて活動できればと思います。 

 今日も田中さんの話を聞いてすごく勉強になる

わけで、日本共産党が国際社会で平和の問題を中

心に活動しているのは、よくやったと思っていま

す。今日は来てよかった。 

 

⑧滝沢 俊治さん（群馬大学名誉教授） 

群馬の学者・研究者

後援会は、前の県委員

長が非常に熱意をもっ

て大学の活動状況を調

べてくれたり、事務局

長だった人も実務に長

けていたこともあり、継続的に活動することに成

功したと思っています。それは現在の新しい委員

長のもとでも続いていて、月１回の会議は欠かさ

ずにやってきました。 

10数年前の発足時には、増田善信先生（全国学

研会元代表世話人。2025年6月逝去）に講演をい

ただいて非常に好評でした。その後、肥田先生の

講義のときには170人ぐらい集まりました。 

討論して、その結果、行動しようということ

で、組織は非常に小さいし、なかなか大変ですけ

れども、選挙のときには党のビラをたくさん作っ

て、県内のいくつかの大学に配布しています。大

学教員の個人宛てに郵送しますと、大学の方で受

けてくれます。そういう形で、日本共産党が学

問・科学についてどんな政策を持っているかを普

及する機会にしてきました。私たちとしては、大

学の学者・研究者の意識に適応するような運動の

展開をしようということで現在まで来ています。 

 

（＊写真は、会場参加の方のみで申し訳ありません） 

 

〈閉会 あいさつ〉 

全国学研会事務局長 

萩原伸次郎さん（横浜国立大学名誉教授） 

  

本日は、田中悠書記局長代行・副委員長という、大

変若い幹部の方に講演いただきました。大変素晴ら

しい世話人総会だったと思っております。 

ご承知の通り、高市政権が発足いたしましたが、

戦後最悪の事態になろうかと思います。そしてそれ

を補完勢力がさらに進めるという非常に困難な時

代の中で、私たちが日本共産党を大きくしていくと

いうことは、歴史的な使命だと思っております。 

日本共産党はこの間の選挙でたしかに議席を減

らしましたが、このままズルズルと減らすことはご

ざいません。私たちの運動によって展望が広がって

いくと確信を持っております。 

みなさん、この1年頑張っていきたいと思います。

私も粉骨砕

身頑張ろう

と思います

ので、よろし

くお願いし

ます。 
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2025年度 全国学者・研究者日本共産党後援会 世話人総会 

【 申し合わせ 】 

                                    2025年12月13日 

 

  

2025 年 7 月 20 日に投開票された参議院選挙で、日本共産党は残念ながら議席を減らしましたが、昨年の

衆議院選挙につづいて、政権与党の自民党・公明党を少数に追い込みました。一方、参政党など、外国人へ

の差別を売り物とする排外主義・右翼的潮流が伸長したことは重大です。 

公明党が連立から離脱し、それに代わって日本維新の会と連立を組んだ高市政権は、憲法改正や大軍拡、

医療費 4 兆円削減、さらに「維新との約束だ」として、国民多数の民意を切り捨て、大政党をいっそう有利

にする議員定数削減をたくらむなど、戦後の自民党政治のなかでも最悪の政権となる可能性があります。 

加えて、自民党と連立を組んだ日本維新の会の問題も露呈しています。維新の藤田文武共同代表が、自身

の公設第一秘書の会社に政党助成金約 2000 万円の公金を支出し、その会社が公設秘書に年 720 万円の報酬

を出していたという税金還流疑惑が、「しんぶん赤旗」日曜版のスクープによって明らかになるなど、自民・

維新政権の危うさが日を増すごとに明らかになっています。 

一方、全国の学者・研究者が直面する事態は、自民党政治が日本の学術・研究にもたらした危機であるこ

とを問題にしなければなりません。国立大学運営費交付金を法人化後 1631 億円も削減し、私立大学等経常

費補助金を抑制して、競争的資金にシフトする「選択と集中」によって、現在、日本の研究力の低下に歯止

めがかからない事態となっています。しかし政府はその失敗を認めず、財界の求める「イノベーション政策」

とアメリカ言いなりの「戦争国家づくり」に学術を総動員する体制をつくろうと、「選択と集中」をさらに

強めています。 

その一環として、日本学術会議「法人化」法案が、6 月 11 日、自民、公明、維新らによる賛成で成立しま

した。多くの学者、市民が反対を表明し、国会審議でも重大な問題点が明らかになったにもかかわらず、自

公政権とその補完勢力が歴史的暴挙を強行したことに、厳しい批判の声があがりました。学者の団体と市民

の団体が共闘して組織された「日本学術会議『特殊法人化』法案に反対する学者・市民の会」(学者・市民の

会)が、反対運動を組織し、その危険性を訴えました。全国学者・研究者後援会としても、反対運動への参加

を呼びかけ、国会前行動などに参加しました。 

全国学者・研究者後援会は、日本共産党への支持を、学者・研究者にふさわしい創意ある活動で、学者・

研究者はじめ、多くの人たちに広げることを目的に結成され、今日まで活動してきました。「全国学者・研

究者後援会ニュース」を定期発行し、その内容の充実をはかり、ニュースを定期的に読んでいただく読者を

広げてきました。 

またこの間、県に学者・研究者後援会がない地域での後援会の設立をめざし、該当地域の学者・研究者、

日本共産党県委員会とも協力して準備を進めてきました。 

 私たちの後援会活動を一層実のあるものにするため、また、新たな可能性をくみつくす方向で、以下の活

動を発展・強化させましょう。 
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＊ 

１）高市政権の大軍拡・憲法改正、議員定数削減など危険な動きに対して、反対の声をあげましょう。 

２）2026 年 10 月の新・日本学術会議「発足」の動きを注視しながら、学術会議の独立、学問の自由を守る

運動をさらに広げましょう。 

３）日本共産党が進める『Ｑ＆Ａ共産主義と自由』（青本）、『Ｑ＆Ａいま『資本論』がおもしろい』（赤本）

を読むなど、『資本論』を読むムーブメントを広げるために、全国学者・研究者後援会らしい役割を果た

しましょう。 

４）すべての都道府県で「学者・研究者日本共産党後援会」を、また可能な大学では、その単位後援会を結

成し、積極的支持者を増やす活動を日常的に進めましょう。後援会が創設されることで、党が支持者とと

もに日常的に選挙をたたかう場が生み出され、選挙勝利の基盤が形成されます。後援会ができている県や

大学では、その体制を強化しましょう。 

５）後援会活動の内容として、党をまるごと知ってもらう集いを、日本共産党県委員会など、党組織の協力

も得ながら、党に関心をよせる研究者・大学教員の方たちが参加しやすく、また、参加したくなるような

内容や形態で開催しましょう。表には出さないけれども、日本共産党を支持している方たちも一定数おら

れます。こうした方たちには、ネットを含め広く宣伝することが重要です。日本共産党への関心や疑問に

ついて、真摯に応える内容の集いを開くことは、後援会の魅力になり、党を積極的に支持してもらう力と

なることでしょう。 

６）「全国学者・研究者後援会ニュース」を、日本共産党に注目をよせ、党を応援したく思っている学者・研

究者を対象に、定期的にメールで受け取る読者になっていただく活動を大いに強めましょう。ニュースの

内容も、さらなる充実をはかることも含め、さまざまな改善をはかります。「全国学研会ニュース」の購

読を気軽に呼びかけましょう。事務局から直接 BCC メールで送信するやり方もありますし、受け取った

方それぞれが、転送する方法もあります。県段階で学者・研究者後援会の体制ができているところでは、

その事務局から転送する仕組みをつくりましょう。 

7）後援会の役員に、幅広い研究者の方にも参加していただき、そうした方たちの新鮮な力やつながりを生

かして活動の幅を広げましょう。全国学者・研究者後援会の世話人も、世代交代の若返りをはかるなかで、

幅広い研究者の方たちの参加をさらに広げたいと考えます。都道府県段階では、事務局にも幅広い研究者

の参加を得て会議を開き、議論をしている後援会もあります。他の都道府県の学者・研究者後援会でも、

こうした経験をつくりましょう。 

＊ 

 以上のような方向で、活動の新たな発展をはかることができれば、学者・研究者のなかに広がる日本共産

党への関心を党への支持に変え、党への支持を積極的な支持に変え、そして、後援会活動の新しい担い手を

創り出していくことができるでしょう。 

日本共産党の躍進を実現するために、全国学者・研究者日本共産党後援会が大きな力を発揮できるように

奮闘しましょう。  

 以上 
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■ 全国学者・研究者日本共産党後援会 世話人 ■ 

    (2025年12月現在：41名／＊印は代表世話人 ※印は事務局長 ○印は幹事) 

 

浅見 輝男  茨城大学名誉教授 

 阿知羅隆雄  滋賀大学名誉教授 

 姉崎 洋一  北海道大学名誉教授 

＊安斎 育郎  立命館大学名誉教授 

安藤  実  静岡大学名誉教授 

〇石井 博行   福島大学名誉教授 

石川 康宏  神戸女学院大学名誉教授 

石渡眞理子  元東京大学講師  

 伊藤 高弘   武蔵野美術大学名誉教授 

岡本 里栄  非常勤講師 

折出 健二  愛知教育大学名誉教授 

金子 貞吉   中央大学名誉教授 

川野辺英昭   秋田大学元教員 

工藤 昌宏   東京工科大学名誉教授 

久冨 善之   一橋大学名誉教授 

○黒田 兼一  明治大学名誉教授 

後藤 仁敏   鶴見大学名誉教授 

 小淵  港 愛媛大学名誉教授 

  椎名 貴彦   岐阜大学教授 

柴垣 和夫   東京大学名誉教授 

新藤 通弘   アジア･アフリカ研究所所員 

滝沢 俊治   群馬大学名誉教授 

中河 志朗  鹿児島大学名誉教授 

〇西村 靖敬   千葉大学名誉教授 

丹羽  徹  龍谷大学教授 

野中 郁江  明治大学名誉教授  （新） 

※萩原伸次郎   横浜国立大学名誉教授 

 羽部 朝男  北海道大学名誉教授（新） 

＊浜  矩子  同志社大学名誉教授 

 藤田  実  桜美林大学名誉教授 

藤田 安一  鳥取大学名誉教授 

細川  孝  龍谷大学教授  

本庄 春雄   九州大学名誉教授 

宮﨑 礼二  明海大学准教授 

＊宮地 正人   東京大学名誉教授 

三輪 定宣   千葉大学名誉教授 

村瀬 裕也   香川大学名誉教授 

森清 寿郎  信州大学名誉教授 

森田 竜義  新潟大学名誉教授 

吉田 正志   東北大学名誉教授 

米田  貢   中央大学名誉教授 

 

【事務局】 

山本 寿子  東京学研会事務局 

朝岡 晶子  党学術・文化委員会 

【お願い】このニュースを、各大学・研究機関の後援会員や、お知り合いの学者・研究者、大学院生へお広げください。ただし、

Facebook、ブログなどのネット掲載についてはお控えください。 

◆全国学研会の活動は、みなさまからのご支援等によって支えられています。ご協力をお願いします。 

郵便振替：加入者名 全国学者・研究者日本共産党後援会 口座番号 00160-1-117988 

 



No.221  15 

 

  



No.221  16 

 

 


